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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第100期

第２四半期
連結累計期間

第101期
第２四半期
連結累計期間

第100期

会計期間
自 2016年４月１日
至 2016年９月30日

自 2017年４月１日
至 2017年９月30日

自 2016年４月１日
至 2017年３月31日

売上高 (百万円) 167,608 180,422 361,399

経常利益 (百万円) 6,513 7,990 17,740

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,872 4,485 10,459

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,636 5,474 12,615

純資産額 (百万円) 112,259 122,524 118,751

総資産額 (百万円) 187,107 216,831 202,399

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 149.22 176.90 405.64

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 149.17 176.84 405.50

自己資本比率 (％) 54.0 50.6 52.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,123 17,161 13,784

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,499 △6,271 2,985

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,098 △579 △4,130

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 63,801 77,109 66,697

回次
第100期

第２四半期
連結会計期間

第101期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2016年７月１日
至 2016年９月30日

自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 76.66 89.39

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について重要な変更はありません。

なお、当第２四半期連結会計期間において、Pacific Basin Partnership, Inc.の全株式を取得したことに伴い、同

社及びその子会社であるSon Ha Spice & Flavorings Co., LTD.を連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は1,804億22百万円（前年同四半期比7.6％増）となり

ました。売上高につきましては、建設資材や石油製品の販売数量が増加したことや石油製品価格が上昇したことな

どにより売上高は増収となりました。

営業利益につきましては、72億20百万円（前年同四半期比7.6％増）となり、経常利益につきましては79億90百万

円（前年同四半期比22.7％増）となりました。情報システム関連事業やゴンドラ事業や生活・地域サービス関連事

業などの利益が増えたことや、退職給付費用が前期と比べて減少したこと、また前期発生した為替差損が当期は為

替差益となったことなどにより、営業利益及び経常利益は増益となりました。

この結果、税金等調整前四半期純利益は78億4百万円（前年同四半期比13.0％増）となり、親会社株主に帰属する

四半期純利益は44億85百万円（前年同四半期比15.8％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 情報システム関連事業

情報システム関連事業におきましては、売上高は111億6百万円（前年同四半期比1.6％減）となり、営業利益は

10億86百万円（前年同四半期比12.3％増）となりました。

売上高につきましては、ネット通販や学校向けSI部門の売上高は増加しましたが、民需向けSI部門の売上高が

減少したことなどにより、売上高は減収となりました。営業利益につきましては、自治体や学校向けSI部門とパ

ッケージ販売の利益が増えたことや、退職給付費用が前期と比べて減少したことなどにより営業利益は増益とな

りました。

② 企業サプライ関連事業

企業サプライ関連事業におきましては、売上高は1,165億2百万円（前年同四半期比9.1％増）となり、営業利益

は56億22百万円（前年同四半期比0.7％減）となりました。

売上高につきましては、建設資材や石油製品の販売数量の増加や石油製品価格の上昇などにより売上高は増収

となりました。営業利益につきましては、ゴンドラ事業の利益は増えましたが、建設資材事業やエネルギー関連

事業のコストが上昇し口銭が減少したこと、また風力発電事業の発電量が少なかったことなどにより営業利益は

減益となりました。

③ 生活・地域サービス関連事業

生活・地域サービス関連事業におきましては、売上高は528億13百万円（前年同四半期比6.5％増）となり、営

業利益は16億50百万円（前年同四半期比28.5％増）となりました。

売上高につきましては、石油製品の販売数量の増加や製品価格の上昇などにより売上高は増収となりました。

営業利益につきましては、エネルギー子会社の収益が改善したことや、カーディーラー事業の利益が増加したこ

となどにより営業利益は増益となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は2,168億31百万円となり、前連結会計年度末と比べて144億32百

万円増加いたしました。

流動資産は1,673億46百万円となり、前連結会計年度末と比べて123億20百万円増加いたしました。これは当第２

四半期末が休日のため月末日の支払いが翌月初となり現金及び預金が前連結会計年度末と比べて109億25百万円増加

したことなどによるものであります。

固定資産は494億85百万円となり、前連結会計年度末と比べて21億11百万円増加いたしました。

負債合計は943億6百万円となり、前連結会計年度末と比べて106億59百万円増加いたしました。これは当第２四半

期末が休日により支払手形及び買掛金が前連結会計年度末と比べて90億58百万円増加したことなどによるものであ

ります。

純資産合計は1,225億24百万円となり、前連結会計年度末と比べて37億73百万円増加いたしました。これは利益剰

余金が38億19百万円増加したことなどによるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計累計期間のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは171

億61百万円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは62億71百万円の支出となり、財務活動によ

るキャッシュ・フローは5億79百万円の支出となりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物は771億9百万円となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の内容

当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、当社取締役会の賛同を得ずに行

われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであ

れば、これを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるか否かの判

断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えています。

しかしながら、株式の大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株

式の大量買付行為の内容等について検討するためあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するために必要かつ

十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者

との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社グループが専門商社として業界での確固たる地位を築き、当社グループが構築してきたコーポレートブラン

ド・企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくためには、当社の企業価値の源泉である①当社グル

ープの総合力、②優良な顧客資産、③開拓者精神を核心とする企業風土と健全な財務体質を維持することが必要不

可欠であり、これらが当社の株式の大量買付行為を行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなけれ

ば、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。また、外部者である買収者か

らの大量買付行為の提案を受けた際には、前記事項のほか、当社グループの有形無形の経営資源、将来を見据えた

施策の潜在的効果その他当社グループの企業価値を構成する事項等、さまざまな事項を適切に把握した上で、当該

買付が当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があります。

当社としては、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、株主の皆様が当該大量買付に応じるべきか否か

について、必要十分な情報の提供と一定の評価期間が与えられた上で、熟慮に基づいて判断をできるような体制を

確保することが、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えております。

当社取締役会は、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、必要かつ十分な情報や時間を確保した上で、

株主の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示すること、あるいは必要に応じ株主の皆様のために買収者と

交渉を行うこと等を可能とすることにより、当該大量買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断する
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ことを可能とするための枠組みが、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付行為を抑止

するために必要不可欠であり、さらには、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大量買

付行為を行う者は、例外的に当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当でないと判断し、このよ

うな者による大量買付行為に対しては、当社が必要かつ相当な対抗をすることにより、当社グループの企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取

組みの概要

当社は、企業価値をさらに向上させるために、既存の勝ち組事業においても絶え間ないコストダウンを図りなが

ら、同業他社に負けないようトップシェアを目指しております。また、既存の地域や市場に固執せず、「開拓者精

神」をいかんなく発揮し、新たな市場や未開拓の地域へ進出することにより、中長期的な企業価値の向上を実現し

てまいります。

新規事業におきましては、茨城県の洋上風力発電施設15基に続き、青森県で陸上風力発電施設5基が稼働しており

ます。また、太陽光発電事業にも参入し、現在兵庫県でメガソーラー（大規模太陽光発電所）が稼働しておりま

す。

需要が増え、経済成長してゆく海外での事業への取り組みも進め、グローバル化に対応する所存であります。既

にビジュアルシステム部門がシンガポールに子会社を設立して進出しており、傘下に収めたプラスチック製品加工

販売会社により事業を展開しております。

基本方針といたしましては、グループ全体の有形無形の経営資源を分散させず、各事業や各地域にこれらを最適

な方法により配分し、無駄のない、コストの低い、効率の良い事業活動を進めてまいります。また、当社は、市場

や顧客の変化に迅速に対応し、「お客様第一」をモットーに、お客様に喜ばれるような提案や価格を提供すること

により、それぞれの地域や業界においてシェアを高めていきます。このような企業活動により、当社の企業価値お

よび株主共同の利益の向上を図ってまいります。

当社において、コーポレート・ガバナンスの強化としては、これまでに以下の施策を行ってまいりました。

まず、取締役会につきましては、グループの経営方針、戦略の意思決定機関および業務執行の監督機関として位

置つけており、取締役を７名体制（内社外取締役２名）で、任期は１年としております。

また、2001年６月27日開催の当社取締役会決議に基づき導入した執行役員制度を業務執行機関として位置づけて

おり、業務執行責任の強化・明確を図っており、現在９名体制で、任期は1年としております。専務取締役以上で構

成される経営幹部会を原則として毎週１回開催し、業務執行に関する重要事項の審議等を行っております。

さらに、当社は、内部監査部門として監査室を設置し、コンプライアンスやリスク管理の状況などを定期的に監

査しております。これに加え、内部統制の整備・充実に着手しております。

これらの業務執行の迅速性および機動性の強化と経営監視機能の強化により、効率的かつ透明性の高い企業経営

を実現していきます。

当社は、コーポレート・ガバナンスとしての内部統制システム等の整備・構築およびコンプライアンス体制の充

実にも積極的に取り組んでおり、今後はより一層のガバナンスの強化・充実に取り組んでいく所存であります。

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組みの概要

当社は、2017年５月15日開催の取締役会および2017年６月15日開催の当社第100回定時株主総会の各決議に基づ

き、2014年６月13日に導入した「当社株式の大量買付行為への対応策」（買収防衛策）の内容を一部改定した上で

更新いたしました。（以下、改定後の買収防衛策を「本プラン」といいます。）。

本プランは、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社の株

券等の大量買付行為が行われる場合に、大量買付行為を行おうとする者（以下「大量買付者」といいます。）に対

し、（i）事前に当該大量買付行為に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、（ii）当社が当該大量買付行為につ

いての情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、（iii）株主の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示

すること、あるいは大量買付者との交渉を行っていくための手続を定めています。かかる大量買付行為についての

必要かつ十分な情報の収集・検討等を行う時間を確保するため、大量買付者には、取締役会評価期間が経過し、か

つ当社取締役会または株主総会が対抗措置としての新株予約権無償割当ての実施の可否について決議を行うまで大
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量買付行為の開始をお待ちいただくことを要請するものです。

当社取締役会は、大量買付者が本プランに定められた手続を遵守したか否か、大量買付者が本プランに定められ

た手続を遵守した場合であってもその大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうもの

として対抗措置として新株予約権無償割当てを実施するか否か、および、対抗措置として新株予約権無償割当てを

実施するか否かについて株主総会に諮るか否かの判断については、その客観性、公正性および合理性を担保するた

め、当社は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、独立委員会に必ず諮問することとしま

す。

本プランは、以下の(a)ないし(c)のいずれかに該当しまたはその可能性がある行為がなされ、またはなされよう

とする場合（以下「大量買付行為」といいます。）を適用対象とします。

(a) 当社が発行者である株券等に関する大量買付者の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の買付その

他の取得

(b) 当社が発行者である株券等に関する大量買付者の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合との

合計が20％以上となる当該株券等の買付その他の取得

(c) 当社が発行者である株券等に関する大量買付者が、当社の他の株主との間で当該他の株主が当該大量買付

者の共同保有者に該当することとなる行為を行うことにより、当該大量買付者の株券等保有割合が20％以

上となるような行為

大量買付行為を行う大量買付者には、大量買付行為の実行に先立ち、本プランに定める手続を遵守する旨の誓約

文言を含む書面（「意向表明書」といいます。）を当社に対して提出していただきます。当社は、意向表明書を受

領した日から10営業日以内に、買付説明書の様式を大量買付者に対して交付いたします。大量買付者は、当社が交

付した書式に従い、当社株主の皆様の判断および当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以

下「本必要情報」といいます。）等を記載した書面（「買付説明書」といいます。）を、当社に提出していただき

ます。

次に、大量買付者より本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合、当社取締役会は、大量買付行為の内容

の評価、検討、協議、交渉、代替案作成のための期間として、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付け

による当社全株式の買付けの場合）または90日間（その他の大量買付行為の場合）の取締役会評価期間を設定しま

す。当社取締役会は、当該期間内に、当社経営陣から独立した外部専門家等の助言を受けることができます。当社

取締役会は、その判断の透明性を高めるため、大量買付行為の内容に対する当社取締役会の意見、当社取締役会が

代替案を作成した場合にはその概要、その他当社取締役会が適切と判断する事項について、営業秘密等開示に不適

切と当社取締役会が判断した情報を除き、情報開示を行います。

独立委員会は、大量買付者および当社取締役会から提供された情報に基づき、必要に応じて外部専門家等の助言

を得て大量買付行為の内容の評価・検討等を行い、取締役会評価期間内に対抗措置としての新株予約権の無償割当

ての実施もしくは不実施または新株予約権の無償割当ての実施の可否につき株主総会に諮るべきである旨を当社取

締役会に勧告を行います。独立委員会は、その判断の透明性を高めるため、大量買付者から提供された本必要情報、

大量買付行為の内容に対する当社取締役会の意見、当社取締役会から提出された代替案の概要その他独立委員会が

適切と判断する事項について、営業秘密等開示に不適切と独立委員会が判断した情報を除き、取締役会を通じて情

報開示を行います。

当社取締役会は、独立委員会の前述の勧告を最大限尊重し、取締役会評価期間内に新株予約権無償割当ての実施

もしくは不実施に関する会社法上の機関としての決議または株主総会招集の決議その他必要な決議を遅滞なく行い

ます。新株予約権無償割当て実施の可否につき株主総会において株主の皆様にお諮りする場合には、株主総会招集

の決議の日より最長60日以内に株主総会を開催することとします。対抗措置としての新株予約権無償割当てを実施

する場合には、新株予約権者は、当社取締役会が定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を行使し、

当社普通株式を取得することができるものとし、当該新株予約権には、大量買付者等による権利行使が認められな

いという行使条件や当社が大量買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の

取得条項等を付すことがあるものとします。なお、取得条項等において、大量買付者等が有する新株予約権の取得

の対価として、金銭等の経済的な利益の交付は行う旨の条項等は設けないこととします。

また、当社取締役会は、当社取締役会または株主総会が新株予約権無償割当てを実施することを決定した後も、

新株予約権無償割当ての実施が適切でないと判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、新株予

約権無償割当ての中止または変更を行うことがあります。当社取締役会は、前述の決議を行った場合は、適時適切
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に情報開示を行います。

本プランの有効期間は、2017年６月15日開催の定時株主総会においてその更新が承認されたことから、当該定時

株主総会の日から３年内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとします。なお、

本プランの有効期間中であっても、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の観点から、独立委員会の承認

を得た上うえで、本プランの内容を変更する場合があります。

なお、本プランの詳細については、当社のホームページ（http://www.mitani-corp.co.jp/ir/library/0515press

.pdf） (http://www.mitani-corp.co.jp/ir/library/170523.pdf)で公表している2017年５月15日付プレスリリース

「当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の更新について」および2017年５月23日付プレスリリース

「（変更）「当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の更新について」の一部変更のお知らせ」をご参

照ください。

④具体的取組みに対する当社取締役の判断およびその理由

②に記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資す

る特別な取組みは、②に記載した通り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具体的方策で

あり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うものです。

また、③に記載した本プランも、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるために導入されたもので

あり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うものです。特に、本プラン

は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、新株予約権無償割当ての実施もしくは不実施また

は株主総会招集の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立委員会は当社の費用で

独立した第三者である外部専門家等を利用することができるとされていること、本プランの有効期間は３年であり、

その継続については株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等、その内容において公正性・客観性が

担保される工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社

役員の地位の維持を目的とするものではありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は65百万円であります。

　

(6) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、Pacific Basin Partnership, Inc.及びその子会社であるSon Ha Spice &

Flavorings Co., LTD.を連結の範囲に含めたことにより、374名増加しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,000,000

計 33,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2017年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2017年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,602,137 31,602,137
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
100株であります。

計 31,602,137 31,602,137 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2017年７月28日（注） － 31,602 － 5,008 △5,634 －

　（注）会社法第448条第１項に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。
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(6) 【大株主の状況】

2017年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三谷商事株式会社 福井市豊島一丁目３番１号 6,019 19.04

一般財団法人三谷進一育英会 福井市豊島一丁目３番１号 2,249 7.11

三谷セキサン株式会社 福井市豊島一丁目３番１号 2,217 7.01

三谷土地ホーム株式会社 福井市豊島一丁目３番１号 1,832 5.79

三親会 福井市豊島一丁目３番１号 1,689 5.34

三谷設備株式会社 福井市豊島一丁目３番１号 1,150 3.64

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,104 3.49

三谷宏治 福井市 946 2.99

三谷聡 福井市 818 2.59

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目2番1号 739 2.34

計 ― 18,766 59.38
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2017年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式

6,019,900
― ―

（相互保有株式）
普通株式

7,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,549,600
255,496 ―

単元未満株式
普通株式

25,637
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 31,602,137 ― ―

総株主の議決権 ― 255,496 ―

② 【自己株式等】

2017年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称等

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
三谷商事株式会社

福井市豊島一丁目３番１号 6,019,900 　－ 6,019,900 19.04

（相互保有株式）
三谷総業株式会社

福井市豊島一丁目３番１号 6,000 － 6,000 0.02

（相互保有株式）
株式会社
エムツージェネシス

福井市豊島一丁目３番１号 1,000 － 1,000 0.00

計 ― 6,026,900 － 6,026,900 19.07

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2017年７月１日から2017年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2017年４月１日から2017年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 66,814 77,739

受取手形及び売掛金 ※2 68,128 ※2、※3 66,821

電子記録債権 6,095 6,051

リース投資資産 2,420 2,418

商品及び製品 3,113 3,388

仕掛品 764 1,489

原材料及び貯蔵品 923 1,982

その他 6,836 7,514

貸倒引当金 △72 △61

流動資産合計 155,025 167,346

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,712 ※4 10,253

機械装置及び運搬具（純額） 10,113 ※4 10,770

工具、器具及び備品（純額） 2,070 1,998

土地 11,103 11,031

その他（純額） 1,565 513

有形固定資産合計 34,565 34,566

無形固定資産

のれん 475 1,587

その他 815 880

無形固定資産合計 1,290 2,468

投資その他の資産

投資有価証券 7,761 8,591

その他 3,788 3,884

貸倒引当金 △32 △25

投資その他の資産合計 11,517 12,450

固定資産合計 47,374 49,485

資産合計 202,399 216,831
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3 54,220 ※3 63,279

短期借入金 3,076 5,827

未払法人税等 2,330 2,260

賞与引当金 1,875 1,730

その他 11,475 10,790

流動負債合計 72,979 83,888

固定負債

長期借入金 6,977 6,626

退職給付に係る負債 1,285 1,321

役員退職慰労引当金 907 873

その他 1,498 1,596

固定負債合計 10,668 10,418

負債合計 83,647 94,306

純資産の部

株主資本

資本金 5,008 5,008

資本剰余金 5,757 5,757

利益剰余金 102,406 106,225

自己株式 △7,269 △8,135

株主資本合計 105,902 108,856

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 683 859

為替換算調整勘定 106 60

退職給付に係る調整累計額 △75 △34

その他の包括利益累計額合計 714 885

新株予約権 17 17

非支配株主持分 12,117 12,764

純資産合計 118,751 122,524

負債純資産合計 202,399 216,831
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

売上高 167,608 180,422

売上原価 149,108 161,273

売上総利益 18,500 19,148

販売費及び一般管理費 ※1 11,791 ※1 11,928

営業利益 6,708 7,220

営業外収益

受取配当金 54 56

固定資産賃貸料 165 155

持分法による投資利益 159 232

その他 383 590

営業外収益合計 763 1,034

営業外費用

支払利息 40 42

売上割引 43 46

為替差損 721 －

その他 152 175

営業外費用合計 958 264

経常利益 6,513 7,990

特別利益

補助金収入 － 654

事業整理損失引当金戻入額 171 －

固定資産売却益 117 9

退職給付制度改定益 109 －

投資有価証券売却益 108 －

その他 9 0

特別利益合計 516 663

特別損失

固定資産除売却損 109 84

固定資産圧縮損 － 571

その他 12 194

特別損失合計 122 850

税金等調整前四半期純利益 6,906 7,804

法人税、住民税及び事業税 1,750 2,276

法人税等調整額 531 249

法人税等合計 2,281 2,526

四半期純利益 4,625 5,277

非支配株主に帰属する四半期純利益 752 792

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,872 4,485
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

四半期純利益 4,625 5,277

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △19 198

繰延ヘッジ損益 2 －

為替換算調整勘定 △30 △45

退職給付に係る調整額 58 41

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 2

その他の包括利益合計 10 197

四半期包括利益 4,636 5,474

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,886 4,656

非支配株主に係る四半期包括利益 749 818
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,906 7,804

減価償却費 1,730 1,669

のれん償却額 200 94

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 △18

賞与引当金の増減額（△は減少） △230 △144

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4 34

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14 △33

受取利息及び受取配当金 △79 △71

支払利息 40 42

持分法による投資損益（△は益） △159 △232

売上債権の増減額（△は増加） 3,822 1,878

リース投資資産の増減額（△は増加） 194 1

たな卸資産の増減額（△は増加） △603 △489

仕入債務の増減額（△は減少） △2,406 8,694

その他 △619 51

小計 8,795 19,280

利息及び配当金の受取額 110 96

利息の支払額 △49 △42

法人税等の支払額 △2,732 △2,172

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,123 17,161

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,344 △2,743

有形固定資産の売却による収入 149 12

投資有価証券の取得による支出 △301 △310

投資有価証券の売却による収入 2 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △2,488

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

286 －

貸付けによる支出 △11 △1

貸付金の回収による収入 6,610 7

その他 107 △746

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,499 △6,271

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 1,160 1,177

長期借入れによる収入 － 706

長期借入金の返済による支出 △723 △795

配当金の支払額 △475 △593

非支配株主への配当金の支払額 △162 △170

自己株式の取得による支出 △889 △865

その他 △9 △38

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,098 △579

現金及び現金同等物に係る換算差額 △615 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,909 10,302

現金及び現金同等物の期首残高 53,892 66,697

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 109

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 63,801 ※1 77,109
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　連結範囲の重要な変更

第２四半期連結会計期間において、当社の子会社であるブレード通商株式会社が、Pacific Basin Partnership,

Inc.の全株式を取得したことに伴い、同社及びその子会社であるSon Ha Spice & Flavorings Co., LTD.を連結の範囲

に含めております。また、重要性が増したためブレード通商株式会社を連結の範囲に含めております。

(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 保証債務

　 下記の会社の仕入債務等についてそれぞれ下記金額の保証を行っております。

前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

大阪セメント卸協同組合 15百万円 －百万円

三菱マテリアルトレーディング㈱ 14 1

計 29 1

※２ 受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

46百万円 63百万円

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

受取手形 －百万円 1,852百万円

支払手形 － 3,564

※４ 圧縮記帳額

国庫補助金による圧縮記帳額は571百万円であり、四半期連結貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しており

ます。なお、内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2017年９月30日)

構築物 －百万円 460百万円

機械装置 － 110

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日

　 至 2016年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日

　 至 2017年９月30日）

給与・賞与 5,196百万円 5,314百万円

地代家賃 822 870

減価償却費 720 518

退職給付費用 330 227

役員退職慰労引当金繰入額 34 30
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日

　 至 2016年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日

　 至 2017年９月30日）

現金及び預金勘定 63,928百万円 77,739百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △116 △620

担保差入定期預金 △10 △10

現金及び現金同等物 63,801 77,109

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2016年４月１日 至 2016年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2016年６月17日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 475 18.00 2016年３月31日 2016年６月20日

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後になるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2016年11月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 391 15.00 2016年９月30日 2016年12月５日

当第２四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2017年６月15日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 593 23.00 2017年３月31日 2017年６月16日

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後になるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2017年11月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 486 19.00 2017年９月30日 2017年12月４日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2016年４月１日 至 2016年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額情報システム

関連事業
企業サプライ
関連事業

生活・地域
サービス
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 11,287 106,739 49,581 167,608 － 167,608

セグメント間の内部売上高
又は振替高

694 30,876 4,657 36,227 △36,227 －

計 11,981 137,615 54,239 203,836 △36,227 167,608

セグメント利益 967 5,663 1,284 7,915 △1,206 6,708

(注）１．セグメント利益の調整額△1,206百万円は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益の合計の金額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額情報システム

関連事業
企業サプライ
関連事業

生活・地域
サービス
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 11,106 116,502 52,813 180,422 － 180,422

セグメント間の内部売上高
又は振替高

713 37,885 4,774 43,373 △43,373 －

計 11,819 154,387 57,588 223,795 △43,373 180,422

セグメント利益 1,086 5,622 1,650 8,358 △1,138 7,220

(注）１．セグメント利益の調整額△1,138百万円は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益の合計の金額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
至 2016年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 149円22銭 176円90銭

（算定上の基礎）

　親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

3,872 4,485

　普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

3,872 4,485

　普通株式の期中平均株式数(株) 25,954,353 25,353,670

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 149円17銭 176円84銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額(百万円)

－ －

普通株式増加数(株) 8,597 8,597

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要

― ―

２ 【その他】

第101期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）中間配当につきましては、2017年11月９日開催の取締役会にお

いて、2017年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

① 配当金の総額 486百万円

② １株当たりの金額 19円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2017年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2017年11月10日

三谷商事株式会社

取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高 木 勇 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 本 栄 一 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 原 鉄 也 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三谷商事株式会

社の2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2017年７月１日から2017年９月

30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2017年４月１日から2017年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三谷商事株式会社及び連結子会社の2017年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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